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国民の安全・安心を脅かす課題を
解決する厚生労働科学研究

糖尿病患者…約２４７万人

高血圧性疾患患者…約７８１万人

自殺死亡者数…３万人以上

身体障がい児・者…３６６万人

知的障がい児・者… …５５万人

精神障がい者… …３０３万人

データは「国民衛生の動向 ２００９」・障害者白書（平成21年度版）より

（必ずしも最新のものではない場合がある）

輸入食品の割合…約６割（エネルギーベース）がん患者…約１４２万人

がんによる死亡…約３４万人

（死亡者の総数の３０％）

安全・安心で安全・安心で
質の高い健康質の高い健康
生活の実現生活の実現

厚生労働厚生労働
科学研究科学研究
による貢献による貢献

疾病や疾病や障がい障がい等の克服等の克服
健康や安全に関する懸念の解消健康や安全に関する懸念の解消

国民の多様なニーズへのきめ細かな対応国民の多様なニーズへのきめ細かな対応

HIV感染者…１０,５５２人 要介護認定者…約４５５万人

科学的根拠

労働災害による死亡者数…１,２６８人

合計特殊出生率…１.３７

（例）
・疾病の診療ガイドラインの策定
・革新的な医薬品・医療機器等の開発
・成果の法律や規制等への反映

Ｂ型肝炎ウイルスキャリア…約１００～１３０万人

Ｃ型肝炎ウイルスキャリア…約１５０～１９０万人
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厚生労働科学研究費補助金の早期執行の成果

交付決定通知済み件数の割合の比較

※各年度の６月末現在の交付決定通知済み件数の割合を比較。

取組みの効果

年度中間(9月頃)の交付決定
通知済み件数に顕著な改善

平成１７年度

平成１８年度

FA移管事業は顕著な早期
執行を達成

平成１９・２０・２１年度
全省的な努力により、6月
末時点でほぼ全ての研究課
題について、交付決定通知
を発出可能に。

今後も執行の早期
化努力を維持継続

98.7%97.7％

２

平成21年度においても、平成21年6月末までに、年度当
初から研究が開始された課題（1,360課題）の98.7％につ
いて交付決定通知を行う等、早期執行に努めた。
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使い勝手の良い研究費制度を目指した取組について

• 厚生労働科学研究費補助金の全課題の公募において、平成２１年度からe-Rad
を活用。

• 内閣府・文部科学省・厚生労働省・経済産業省による「先端医療開発特区」
（スーパー特区）の創設を踏まえて策定された「スーパー特区における研究
資金の統合的かつ効率的な運用の方策」に対応。

３

• 年度一杯研究ができるよう、報告書の提出時期等について、他の研究事業を
参考に見直しを実施。（報告書の提出期限を翌年度の５月３１日とした。）



間接経費及び繰越明許制度に関する取組

４

• 間接経費については、「厚生労働科学研究費補助金における間接経
費の取扱いについて」（平成13年7月5日厚生科学課長決定）に基
づき使用可能。

• 平成13年度以降拡充を進めており、平成２２年度からは、原則すべ
ての新規課題に間接経費を支給する予定。（直接研究費の30%が上
限）

• 厚生労働科学研究費補助金に係る繰越明許の取扱いについては、厚
生労働省大臣官房厚生科学課長決定「厚生労働科学研究費補助金に
係る歳出予算の繰越しの取扱いについて」により定め、厚生労働省
ホームページに掲載して周知を図っている。


